
【機密性2情報】

【総括表】平成27年度地方公共団体等保有基金執行状況表（環境省）-----Ａ表（基礎情報）

成果目標
目標最終年度
　　○○年度

活動指標

（成果指標：　　 ） （単位：　　 　　）

001

再生可能エネルギー等導
入地方公共団体支援基金
（平成23年度地域環境保
全対策費補助金）

有 8 Ｈ23
Ｈ27年度
末
Ｈ23年度
末
取崩し型 補助等

東日本大震災の被災地域の復旧・復興や、原子力発電施設の
事故を契機とした電力需給の逼迫への対応のため、再生可能
エネルギー等の地域資源を徹底活用し、災害に強い自立・分
散型のエネルギーシステムを導入し、環境先進地域（エコタ
ウン）をつくり上げていくことが国を挙げての課題となって
いる。
このため、グリーンニューディール基金制度を活用し、東北
の被災地等において、非常時における避難住民の受け入れや
地域への電力供給等を担う防災拠点に対する再生可能エネル
ギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入等を支援する。

H27年度までに
31,233,182kWh発電する
再エネ等を導入する。
（成果指数：kWh）

9,315,917 11,448,146 81.4%
H27年度
31,233,182

H27年度までに、2,616
カ所の施設に再エネ等
を導入する。
（単位：箇所）

756 833

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

002

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成24年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

有 15 Ｈ24
Ｈ28年度
末
Ｈ24年度
末
取崩し型 補助等

東日本大震災の被災地域の復興や、原子力発電施設の事故を
契機とした電力需要の逼迫を背景として、地方公共団体が行
う防災拠点等へ再生可能エネルギー等の地域資源を活用した
自立・分散型エネルギーシステムを導入し「災害に強く環境
負荷の小さい地域づくり」を進めていくことが国を挙げての
課題となっている。
このため、基金事業を活用し、避難所や防災拠点において、
災害時等の非常時に必要なエネルギーを確保するため再生可
能エネルギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入等を支援す
る。

H28年度までに
6,398,219kWh発電する
再エネ等を導入する。
（成果指数：kWh）

1,719,440 2,456,684 70.0%
H28年度
6,398,219

H28年度までに、475カ
所の施設に再エネ等を
導入する。
（単位：箇所）

103 135

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

003

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成25年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

有 21 Ｈ25
Ｈ27年度
末
Ｈ25年度
末
取崩し型 補助等

東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故を契機に、防
災・減災への取組を柱とする「強靱な国土整備」と、再生可
能エネルギーや未利用エネルギーを活用した自立・分散型エ
ネルギーの導入等による「災害に強く、低炭素な地域づく
り」が国を挙げての課題となっている。
このため、基金事業を活用し、地震や台風等による大規模な
災害に備え、避難所や防災拠点等において、災害時等の非常
時に必要なエネルギーを確保するために、再生可能エネル
ギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入等を支援する。

H27年度までに
12,579,237kWh発電する
再エネ等を導入する。
（成果指数：kWh）

3,801,645 5,648,846 67.3%
H27年度
12,579,237

H27年度までに、988カ
所の施設に再エネ等を
導入する。
（単位：箇所）

504 668

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

004

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成26年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

有 19 Ｈ26
Ｈ28年度
末
Ｈ26年度
末
取崩し型 補助等

東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故を契機に、防
災・減災への取組を柱とする「強靱な国土整備」と、再生可
能エネルギーや未利用エネルギーを活用した自立・分散型エ
ネルギーの導入等による「災害に強く、低炭素な地域づく
り」が国を挙げての課題となっている。
このため、基金事業を活用し、地震や台風等による大規模な
災害に備え、避難所や防災拠点等において、災害時等の非常
時に必要なエネルギーを確保するために、再生可能エネル
ギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入等を支援する。

H28年度までに
10,381,833kWh発電する
再エネ等を導入する。
（成果指数：kWh）

53,686 149,823 35.8%
H28年度
10,381,833

H28年度までに、796カ
所の施設に再エネ等を
導入する。
（単位：箇所）

7 21

005
地域環境保全基金
（平成元年地域環境保全
対策費補助金）

有 55 Ｈ元 未定 未定 運用型 補助等

本基金は、地球環境問題に対する国際的な取組の急速な展開
等を受けて、国のみならず地域に根ざした環境保全への取組
を全国的かつ強力に展開することが緊急の課題となっている
ことにかんがみ、地域環境保全活動に要する財源を安定的に
確保し、必要な事業を継続的かつ着実に実施するために設置
されたもの。

定量的な指標を設定す
ることは困難である
が、定性的な指標は地
域住民の環境保全に関
する知識の普及・啓発
等である。

- - -

地域住民の環境
保全に関する知
識の普及・啓発
等をして、地域
に根ざした環境
への取組を全国
に定着させる。
最終年度：未定

環境保全に関する知識
の普及・啓発等の事業
数
（単位：件）

258 261

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

006
福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金）

有 1 Ｈ23
H53年3月
末
H53年3月
末
取崩し型

補助等
調査等、
その他

福島県民健康調査の実施等、原子力被災者及び子ども等に対
する長期及び短期の健康管理・調査事業等を実施する。

放射線による健康影響
に対して中長期の健康
調査等を実施するもの
であり、定量的な指標
は困難であるが、原子
力被災者の健康確保、
不安解消を目標として
いる。

県民健康調査甲
状腺検査につい
て18歳以下の全
県民を対象に２
巡目の検査を実
施。

県民健康調査甲状
腺検査について18
歳以下の全県民を
対象に２巡目の検
査を実施。

計画通り実
施した。

福島県民健康調
査を実施し、原
子力被災者の健
康確保、不安解
消する。
平成52年度

甲状腺検査受診者数
（単位：人） 149,477 －

備　　考

活動指標及び活動実績

26年度

活動実績 当初見込み

事務・事業の概要

成果実績 目標値 達成度

運営形態 事業形態

成果目標及び成果実績

26年度

目標値

番
号

基金の名称
(基金の造成原資の名称)

基金造
成
年度

事業終了
予定時期

新規申請
受付終了
時期

平成26年
度末基金
造成団体
数

補助金
適正化
法適用
の有無
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007

福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金（県
民健康管理調査支援のた
めの人材育成事業））

有 1 Ｈ26
H31年3月
末
H31年3月
末
取崩し型 補助等

福島県が、福島県民の長期にわたる健康管理を実施して行く
上で専門人材が不足しており、県民健康調査をバックアップ
する講座を支援して、不足しているリスクコミュニケーショ
ンや甲状腺検査等を担う人材を育成する。

福島県民の長期にわた
る健康管理を実施して
行く上で必要となる専
門人材の育成を実施す
るものであり定量的な
指標は困難であるが、
リスクコミュニケー
ションや甲状腺検査等
を担う人材育成を目的
としている。

福島県立医科大
学における下記
３講座の支援を
実施。
・健康リスクコ
ミュニケーショ
ン学講座
・甲状腺内分泌
学講座
・放射線健康管
理学講座

福島県立医科大学
における下記３講
座の支援を実施。
・健康リスクコ
ミュニケーション
学講座
・甲状腺内分泌学
講座
・放射線健康管理
学講座

計画通り実
施した

福島県立医科大
学における講座
の支援を実施
し、リスクコ
ミュニケーショ
ンや甲状腺検査
等を担う人材を
育成する
平成30年度

福島県立医科大学にお
ける開設講座数
（単位：件）

3 3

008

福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金（個
人線量に基づく放射線健
康不安対策事業））

有 1 Ｈ25
H27年3月
末
H27年3月
末
取崩し型

補助等
調査等、
その他

福島県が、福島県内の一定の要件を満たす者について個人線
量計等により個人線量を把握するとともに、それらの測定結
果を活用したリスクコミュニケーションを行い、放射線に関
する正しい知識の普及を図るとともに、放射線健康不安の解
消を図る

放射線健康不安の解消
を図ることを目的とし
ており、定量的な指標
による算出は困難であ
るが、福島県内の一定
の要件を満たす者の個
人線量計等により個人
線量を把握するととも
に、それらの測定結果
を活用したリスクコ
ミュニケーションを行
い、放射線に関する正
しい知識の普及を図る
ことを目的としてい
る。

福島県内の一定
の要件を満たす
者の個人線量計
等により個人線
量を把握すると
ともに、それら
の測定結果を活
用したリスクコ
ミュニケーショ
ンを実施

福島県内の一定の
要件を満たす者の
個人線量計等によ
り個人線量を把握
するとともに、そ
れらの測定結果を
活用したリスクコ
ミュニケーション
を実施

計画通り実
施した

個人線量計等に
より個人線量を
把握するととも
に、それらの測
定結果を活用し
たリスクコミュ
ニケーションを
行い、放射線に
関する正しい知
識の普及を図る

平成26年度

線量計整備費等に係る
県内市町村への補助実
績
（単位：市町村数）

26 －
※本事業は26年度末で終了し、残
額を平成27年度に国庫返納する予
定。

009

茨城県原子力安全等推進
基金
（放射線影響調査等交付
金）

有 1 Ｈ11 未定 未定 取崩し型
調査等、
その他

平成11年に発生した東海村ウラン加工施設の臨界事故による
周辺住民の健康不安に対応するため、東海村及び那珂市にお
いて希望者に対する健康相談及び心のケア相談等を行う。

東海村ウラン加工施設
周辺住民の放射線健康
不安の解消を図ること
を目的としており、定
量的な指標による算出
は困難であるが、周辺
住民の健康確保、不安
解消を目標としてい
る。

一定の条件に該
当する住民を対
象に健康診断を
実施するととも
に、専門医師に
よる健康相談を
実施する

一定の条件に該当
する住民を対象に
健康診断を実施す
るとともに、専門
医師による健康相
談を実施する

計画通り実
施した

一定の条件に該
当する住民を対
象に健康診断を
実施するととも
に、専門医師に
よる健康相談を
実施し、東海村
ウラン加工施設
周辺住民の健康
確保、不安解消
をする。
終了時期未定

健康診断実施数
（単位：回） 2 2

010

海岸漂着物地域対策推進
基金
（平成24年度地域環境保
全対策費補助金）

有 32 H25
Ｈ26年度
末
Ｈ26年度
末
取崩し型 補助等

海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するための地域計
画の策定に関する事業、地域計画に盛り込まれた、又は今後
盛り込まれることが想定される海岸漂着物の回収・処理及び
発生抑制対策等に関する事業の実施。

平成26年度に34,610ｔ
以上（平成25年度実
績）の海岸漂着物等の
回収・処理を実施す
る。
（成果指標：海岸漂着
物の回収・処理重量
(t)）

43,259 34,610 125.0%
34,610ｔ
平成26年度

事業実施主体数
（単位：自治体数） 32 32

011

ポリ塩化ビフェニル廃棄
物対策推進基金
（産業廃棄物適正処理推
進費補助金）

有 2 H26 H37年度末 H37年度末 取崩し型 補助等
ポリ塩化ビフェニルを使用した廃蛍光灯安定器の処理施設が
立地する地元自治体において、当該処理が安全かつ確実に行
われることを確保するための環境整備に関する事業

平成37年度末までに、
安定器を全数（約５９
０万個）処理する。
（成果指標：安定器の
累積処理台数（万
個））

126 － 21.4%
平成37年度
590万個

環境整備事業実施件数
（単位：件数） 4 4

基本計画: 5,906,205個を平成38
年3月31日までに処理を完了する
こととしている。

平成25年度補正予算を平成26年度
に繰越して基金を造成した。

合　　　計 156
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【総括表】平成27年度地方公共団体等保有基金執行状況表（環境省）-----Ｂ表（執行実績等）
基金方式の必要性

補助等

収　入（ｂ）
うち
国費相当額 （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数）

当初 補正 予備費 会計区分（※） 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額

(727)  - )(     - )(     - )(    (165)  - )(     - )(     - )(    

18,633   -       -       -       5,336    -       -       -       

(95)  - )(     - )(     - )(    (38)  - )(     - )(     - )(    

1,701    -       -       -       762      -       -       -       

(413)  - )(     - )(     - )(    (116)  - )(     - )(     - )(    

8,543    -       -       -       27,161   -       -       -       

(94)  - )(     - )(     - )(    (29)  - )(     - )(     - )(    

1,376    -       -       -       280      -       -       -       

(29)  - )(     - )(     - )(    (233)  - )(     - )(     - )(    

243      -       -       -       480      -       -       -       

(19)  - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(    

382      -       -       -       4,076    -       -       -       

(3)  - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(    

52       -       -       -       -       -       -       -       

(26)  - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(    

310      -       -       -       14       -       -       -       

9,928     

298       

724       

4,458     

52        

-        -        -        ⑦

-        

324       

①

⑦

⑦

⑦

①

⑦

⑦

-        

11        

-        58        

- 255       

-        -        

-        

-        

-

-        

26年度　事業実施決定等 26年度末　貸付残高等

出資 貸付 債務保証
調査等、
その他

出資 貸付 債務保証(補助・補て
ん、利子助
成・補給)

37,371    37,371    

5,514     5,514     

13,975    13,975    

21,714    21,714    

32,460    

30        

-        

60,710    

61,435    61,435    63        

002

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成24年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

63        24,127    -        001

再生可能エネルギー等導
入地方公共団体支援基金
（平成23年度地域環境保
全対策費補助金）

31        -        7,940     2,456     7,940     31        

-        

-        

-        63

-        31        

-        

-        

番
号

基金の名称
(基金の造成原資の名称)

26年度末基金残高
(ｅ=ａ+ｂ-ｃ-ｄ)

うち
国費相当額

うち
国費相当額

25年度末基金残高
（ａ）

26　年　度　収　入　支　出
26年度
国庫返納
額
（ｄ）

その他

支　出
（ｃ）国からの資金交付額

006
福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金）

58        -        005
地域環境保全基金
（平成元年地域環境保全
対策費補助金）

255       -        

23,874    23,874    30        

004

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成26年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

30        -        003

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成25年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

22,011    -        -        -        22,011    

-        

22,000    

84,215    63,835    336       

- 

-

325       325       -        -        377       

33,010    10,510    174       10,598    

80,093    

377       -        007

福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金（福
島県民健康管理調査支援
のための人材育成事
業））

008

福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金（個
人線量に基づく放射線健
康不安対策事業））

350       350       -        -        0 -        26        

377

①法律の根拠のあるもの
②不確実な事故等の発生に応じて資金を交付する事業
③資金の回収を見込んで貸付等を行う事業
④事業の進捗が他の事業の進捗に依存するもの
⑤その他
　該当する理由等も記載

④事業の進捗が他の事業の進捗に依存するもの
復興のまちづくりと一体となって、再生可能エネルギー
等の導入事業を実施する必要がある。

⑤その他
地域の特性に応じた再生可能エネルギー等の導入は、工
程上、複数年度にわたるものであり、事業内容の変更が
生じること等により、各年度の所要額をあらかじめ見込
むことが難しいものであり、また、地方自治体主導によ
る速やかな事業実施を図るため、事業の進捗状況に応
じ、弾力的な支出が必要なもの。さらに、電力需給の
ひっ迫への対応の必要性に鑑み、再生可能エネルギー等
の地域資源を活用した災害に強い地域づくりを迅速に進
めることが国の喫緊の課題であり、当該整備に係る財源
をあらかじめ確保することで、地方自治体において安定
的かつ効率的に導入を推進することが可能となるもの。

⑤その他
地域の特性に応じた再生可能エネルギー等の導入は、工
程上、複数年度にわたるものであり、事業内容の変更が
生じること等により、各年度の所要額をあらかじめ見込
むことが難しいものであり、また、地方自治体主導によ
る速やかな事業実施を図るため、事業の進捗状況に応
じ、弾力的な支出が必要なもの。さらに、電力需給の
ひっ迫への対応の必要性に鑑み、再生可能エネルギー等
の地域資源を活用した災害に強い地域づくりを迅速に進
めることが国の喫緊の課題であり、当該整備に係る財源
をあらかじめ確保することで、地方自治体において安定
的かつ効率的に導入を推進することが可能となるもの。

⑤その他
地域の特性に応じた再生可能エネルギー等の導入は、工
程上、複数年度にわたるものであり、事業内容の変更が
生じること等により、各年度の所要額をあらかじめ見込
むことが難しいものであり、また、地方自治体主導によ
る速やかな事業実施を図るため、事業の進捗状況に応
じ、弾力的な支出が必要なもの。さらに、電力需給の
ひっ迫への対応の必要性に鑑み、再生可能エネルギー等
の地域資源を活用した災害に強い地域づくりを迅速に進
めることが国の喫緊の課題であり、当該整備に係る財源
をあらかじめ確保することで、地方自治体において安定
的かつ効率的に導入を推進することが可能となるもの。

⑤その他
本基金は、各地方公共団体において、地域の住民の参加
と協力を得つつ、様々な環境保全活動を展開してもらう
ものであり、住民の主体的・積極的な参加と協力を得る
ためには、機運の醸成と、ある程度の期間の安定的実施
の基盤を必要とすることから、基金により事業実施の柔
軟性と継続性を確保したもの。

⑤その他
各年度の所要額が見込み難く、弾力的な支出が必要であ
るといった事情があり、長期にわたる財源を十分に確保
しておく必要がある。

⑤その他
各年度の所要額が見込み難く、弾力的な支出が必要であ
るといった事情があり、長期にわたる財源を十分に確保
しておく必要がある。

⑤その他
各年度の所要額が見込み難く、弾力的な支出が必要であ
るといった事情があり、長期にわたる財源を十分に確保
しておく必要がある。
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【機密性2情報】

 - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(    

-       -       -       -       9       -       -       -       

(294)  - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(    

5,066 -       -       -       -       -       -       -       

 - )(     - )(     - )(     - )(    (4)  - )(     - )(     - )(    

-       -       -       -       26       -       -       -       

(1,700)  - )(     - )(     - )(    (585)  - )(     - )(     - )(    

36,306 0 0 0 38,144 0 0 0

※会計区分を番号で記載
①一般会計 ⑪森林保険特別会計
②交付税及び贈与税配付金特別会計 ⑫国有林野事業債務管理特別会計
③地震再保険特別会計 ⑬貿易再保険特別会計
④国債整理基金特別会計 ⑭特許特別会計
⑤外国為替資金特別会計 ⑮自動車安全特別会計
⑥財政投融資特別会計 ⑯東日本大震災復興特別会計
⑦エネルギー対策特別会計
⑧労働保険特別会計
⑨年金特別会計
⑩食料安定供給特別会計

9        

5,063     

-        ①-        

-        1,657     -        22,377    

239       009

茨城県原子力安全等推進
基金
（放射線影響調査等交付
金）

1        -        239       -        1247       247       1        

1,174     -        -        1,200     

-        

-        

1,645     1,645     6,699     6,699     9        -        9        -        -

26        011

ポリ塩化ビフェニル廃棄
物対策推進基金
（産業廃棄物適正処理推
進費補助金）

9        -        010

海岸漂着物地域対策推進
基金
（平成24年度地域環境保
全対策費補助金）

1,200     -        1,174     -        1,200-        ①

217,769   174,890   24,231    24,034    47,465    -        合　　　計 194,536   153,292   

⑤その他
各年度の所要額が見込み難く、弾力的な支出が必要であ
るといった事情があり、長期にわたる財源を十分に確保
しておく必要がある。

⑤その他
不確実な漂着ごみの発生に応じて、回収・処理を実施す
る必要があるため、あらかじめ財源が確保されている方
が望ましい。

⑤その他
本基金は、PCB含有廃蛍光灯安定器の処理が安全かつ確
実に行われることを確保するため、関係地方公共団体が
複数年にわたり環境整備（施設整備等）を行う事業であ
り、また整備の状況に応じて弾力的に支出する必要があ
る。
さらに、PCB廃棄物については期限内処理（北九州は平
成33年度末、北海道は平成35年度末）の履行に向けた取
組を早急に行う必要があるが、環境整備に関する事業に
係るベース財源を確保することで、安定的かつ効率的に
PCB含有廃蛍光灯安定器の処理を推進することが可能と
なる。


